
 

 

２ 保健・医療・衛生 

 

１ 自立支援医療   

１．内 容 

 これまでの「更生医療」「育成医療」「精神障害者通院医 

療費公費負担制度」がひとつの制度となったもの。 

・更生医療 

１８歳以上の身体障害者手帳の交付を受けている者で、

身体上の障がいを治療することにより障がいを除去した

り、障がいの軽減が可能である場合に必要な医療の給付

を行う制度。医療機関は指定されている。 

・育成医療 

１８歳未満の児童で身体に障がいを有し、治療するこ

とにより障がいを除去したり、障がいの軽減が可能であ

る場合に必要な医療の給付を行う制度。医療機関は指定

されている。 

・精神通院医療 

精神障がいのある方（統合失調症、中毒性精神病、知

的障がい、精神病質その他の精神疾患を有する者）が通

院により治療を行う場合の費用の一部を公費負担する制

度。医療機関は指定されている。 

２．窓 口 

・更生医療･･･市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州

市）、各区保健福祉センター福祉・介護保険課

（福岡市） 

・育成医療･･･市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州

市）、各区保健福祉センター健康課（福岡市） 

・精神通院医療･･･市町村担当課、各区役所保健福祉課（北

九州市）、各区保健福祉センター健康課（福岡

市） 

３．費用負担 

自己負担については原則として医療費の1割負担。ただ

し、世帯の所得水準等に応じてひと月当たりの負担に上限

額を設定。また、入院時の食費（標準負担額）相当につい

ては原則自己負担。下表参照。 

 

 ※表に記載の金額は負担上限月額。 

※「本人収入」については育成医療の場合は本人ではなく 

  保護者収入 

＊１ 

①疾病、病状等から対象となる者 

・更生医療、育成医療 

腎臓機能、小腸機能、免疫機能障がい、心臓機能

（心臓移植後の抗免疫療法に限る）又は肝臓機能障

がい（肝移植後の抗免疫療法に限る）の者。 

・精神通院医療 

国際疾病分類（ICD-10）における、下記の分類

の者又は情動及び行動の障がい、不安及び不穏状態

の病状を示す精神障がいのために、集中・継続的な

医療を要するものとして3年以上の精神医療の経験

を有する医師が判断した者。 

F0    症状性を含む器質性精神障害 

F1    精神作用物質使用による精神及び行動 

の障害 

F2    統合失調症、統合失調症型障害及び妄想 

    性障害 

F3    気分障害 

G40  てんかん 

②疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することか

ら対象となる者。 

医療保険の多数該当の者。 

 

２ 公費医療費支給制度 

◆ 子ども医療費支給制度  

（福岡市：子ども医療費助成制度） 

１．内 容 

 小学校６年生までの子どもに係る医療費の一部を助成す 

ることにより、疾病の早期発見と治療を促進し、もって子 

どもの保健の向上と福祉の増進、子育て家庭への支援の充 

実を図ることを目的とした制度。 

 この制度は、国の制度ではなく地方自治体の事業として 

実施しているため、市町村によって制度内容が異なる場合 

がある。 【２８４頁参照】 

２．実施主体  

 市町村 

３．対象者 

  県内に住所を有し、医療保険に加入している小学校６年

生までの子ども 

※３歳以上については所得制限（児童手当準拠）あり。 

北九州市：１８歳（１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日）までの子ども。（所得制限なし） 

福岡市：中学校３年生まで（通院については小学校6年

生まで）の子ども。（所得制限なし） 

４．本人負担額（市町村毎、１医療機関毎にかかる料金です。） 

 3歳未満   無料 

 3歳以上就学前 

   入院：500円／日（月7日上限） 

        通院：８00円／月（上限） 

 



 

 

 小学生    入院：500円／日（月7日上限） 

        通院：1,200円／月（上限） 

 

※この制度では、子どもが病院にかかったときの自己負 

 担相当額から、上記の本人負担額を差し引いた額を助 

成する。 

※保険の対象とならない医療費及び入院時の食事療養標 

 準負担額等は、助成の対象とはならない。 

※薬局での自己負担なし。 

 

北九州市：入院  無料 

      通院 ３歳未満 無料 

         ３歳以上就学前：本人負担額６00円 

/月（上限） 

         小学生：本人負担額 1,200円/月 

（上限） 

         中学生以上：本人負担額 1,600円 

/月（上限） 

※入院時の食事代（標準負担額）や保険診療の以外の 

 医療費は除く。 

 

福岡市：入院 中学生まで：自己負担なし 

    通院 ３歳未満：自己負担なし 

       ３歳～中学生まで：５00円/月（上限） 

   ※入院時の食事代や健康保険がきかない費用を除く 

 

    【令和６年１月診療分～】 

    入院 18歳年度末まで：自己負担なし 

    通院 ３歳未満：自己負担なし 

       ３歳～１８歳年度末：５００円/月（上限） 

※入院時の食事代や健康保険がきかない費用を除く 

     

５．窓 口 

 市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区役

所（出張所）保険年金課（福岡市） 

６．根拠法令・通知 

  各市町村の条例等で実施 

 

◆ 重度障がい者医療費支給制度  

（福岡市：重度障がい者医療費助成制度） 

１．内 容 

 重度障がい者に係る医療費の一部を助成することにより、

保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とした制度。 

 この制度は、国の制度ではなく地方自治体の事業として 

実施しているため、市町村によって制度内容が異なる場

合がある。  【２８１～２８３頁参照】 

２．実施主体 

 市町村 

３．対象者 

 県内に住所を有し、医療保険に加入している以下に該当

する重度障がいのある方 

 ・身体障害者手帳の１級、２級 

 ・知的障害者で知能指数３５以下  

 ・身体障害者手帳３級かつ知的障がいのある方で知能指

数３６以上５０以下 

 ・精神障害者保健福祉手帳１級（精神科病床への入院費 

用は特定期間の者を除き対象外） 

  ※特定期間とは、当該重度障がいのある方が３歳に達する

日の属する月の翌月初日から１５歳に達する日以降の

最初の３月３１日までの間をいう。 

  ※３歳以上小学生までは、重度障がい者医療費支給制度優

先となる。 

 ※６５歳以上の人は、後期高齢者（長寿）医療被保険者

に限る。 

※所得制限（３歳～中学３年生：児童手当準拠、高校生以

上：特別障害者手当準拠、北九州市は特別児童扶養手

当準拠：本人のみ）あり。 

４．本人負担額（市町村毎、１医療機関にかかる料金です。） 

 入院：〈一般世帯〉 ５００円／日（月２０日上限、３ 

歳～中学３年生については月７日上限） 

    〈非課税世帯〉 ３００円／日（月２０日上限、３ 

歳～中学３年生については月７日上限） 

 通院：５００円／月（上限） 

  ※この制度では、障がいのある方が病院にかかったと

きの自己負担相当額から、上記の本人負担額を差し

引いた額を助成する。 

  ※保険の対象とならない医療費、入院時の食事療養標

準負担額及び生活療養標準負担額は助成の対象とは

ならない。 

  ※薬局での自己負担なし。 

  北九州市：自己負担なし。但し、以下の場合は除く。 

       ・入院時の食事代等（標準負担額）や保険

診療以外の医療費 

・精神障害者保健福祉手帳１級の方の精神

病床への入院医療費（ただし、18歳に達

する日以後の最初の3月31日までは無

料） 

  福岡市：自己負担なし（入院時の食事代や健康保険が

きかない費用を除く） 

      ただし、精神障がいのある方（中学校３年生

までを除く）は、精神病床への入院にかかる

医療費は対象外。 

５．窓 口 

 市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区役

所（出張所）保険年金課（福岡市） 

６．根拠法令・通知 

 各市町村の条例等で実施 

 

 

 



 

 

◆ ひとり親家庭等医療費支給制度  

（福岡市：ひとり親家庭等医療費助成制度） 

１．内 容 

  ひとり親家庭等の健康の保持と子育て支援の充実を図る

ことを目的として、医療費の一部を助成する制度。 

  この制度は、国の制度ではなく地方自治体の事業として実

施しているため、市町村によって制度内容が異なる場合があ

る。【２８５頁参照】 

２．実施主体 

市町村 

３．対象者 

  県内に住所を有し、医療保険に加入している、 

  ・１８歳に達する日以後の年度末までの間にある子どもを

現に扶養している母子家庭の母及び父子家庭の父 

  ・小学校就学後～１８歳に達する日以後の年度末までの間

にある母子家庭の子及び父子家庭の子 

  ・小学校就学後～１８歳に達する日以後の年度末までの間

にある父母のない子 

  ※所得制限（児童扶養手当準拠）あり。 

  ※一人暮らしの寡婦については廃止。 

４．本人負担額（市町村毎、1医療機関毎にかかる料金です。） 

  入院：５００円／日（月7日上限） 

  通院：８００円／月（上限） 

  ※この制度は、母子家庭の母及びその子、父子家庭の父及

びその子、父母のない子が病院にかかったときの自己負

担相当額から、上記の本人負担額を差し引いた額を助成

する。 

  ※保険の対象とならない医療費、入院時の食事療養標準負

担額、生活療養標準負担額は助成の対象とはならない。 

  ※薬局での自己負担なし。 

  ※北九州市：子どもの入院については自己負担なし 

  ※福岡市：入院は中学生まで自己負担なし 

５．窓 口 

  市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区役

所（出張所）保険年金課（福岡市） 

６．根拠法令・通知 

  各市町村の条例等で実施 

 

３ 新生児・未熟児訪問指導   

１．内 容 

（１）新生児（出生後２８日未満の乳児）の家庭に保健師や

助産師等が訪問し、育児等の指導、助言を行う。 

（２）未熟児の家庭に保健師や助産師等が訪問し、乳児の健

康や育児等の指導、助言を行う。 

２．対 象  

（１）出生後２８日未満の乳児（但し２８日を経過しても、

なお指導を必要とする場合は継続して指導を行う） 

（２）未熟児（出生直後から入院している場合は退院後） 

３．窓 口 

  市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区保 

健福祉センター健康課（福岡市） 

４．根拠法令・通知 

  母子保健法第１１条 

  母子保健法第１９条 

 

４ 乳幼児健康診査   

１．内 容    

（１）乳幼児の適切な時期に健康診査を行い、その結果に基

づき保健指導を行う。また健診だけにとどまらず、栄養、

むし歯予防、その他育児に関する相談、助言も行ってい

る。 

（２）乳幼児健康診査は自治体により回数、対象児の月齢等 

  が異なる。 

２．対 象 

  全乳幼児 

３．窓 口 

  市町村担当課、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区保 

健福祉センター健康課（福岡市） 

４．根拠法令・通知 

  母子保健法第１２条、第１３条 

母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施につ

いて（厚生省児童家庭局長通知） 

 

５ 未熟児養育医療   

１．内 容 

病院等に入院することが必要な未熟児に対し、必要な医

療の給付を行う制度。医療は指定養育医療機関で行われる。 

２．対 象 

 身体の発達が未熟なままで生まれ、医師が入院養育を必要 

と認めた未熟児 

３．費用負担 

 世帯の前年の所得税額等に応じて費用徴収有り 

４．窓 口 

市町村担当課、各区役所保健福祉課(北九州市)、各区保健 

福祉センター健康課（福岡市） 

５．根拠法令・通知 

母子保健法第２０条 

未熟児養育事業の実施について（厚生省児童家庭局長通 

知） 

  

６ 結核児童への療育給付    

１．内 容 

 骨関節結核その他の結核にかかっている児童に対し、療

養と学習の援助を行う制度。指定の療育機関で行われる。

療育の給付内容は次のとおり。 

  ①医療の給付 ②学習用品の支給 ③日用品の支給 

２．対 象 

  医師が入院療育を必要と認めた骨関節結核、その他の結

核にかかっている１８歳未満の児童 

３．費用負担 



 

 

 世帯の前年の所得税額等に応じて費用徴収有り 

４．窓 口 

 各保健福祉（環境）事務所、各区役所保健福祉課（北九 

州市）、各区保健福祉センター健康課（福岡市） 

５．根拠法令・通知 

  児童福祉法第２０条 

  結核にかかっている児童に対する療育の給付について 

（厚生省児童局長通知） 

 

７ 小児慢性特定疾病医療費助成事業  

１．内 容 

 厚生労働大臣が定める慢性疾病にかかっており、その疾

病の程度が一定以上である児童等の治療に対し、保険医療

の範囲内で自己負担分の医療費の一部を助成する制度。医

療費の助成は県（北九州市・福岡市・久留米市：実施機関）

が指定した医療機関で行われる。 

２．対象疾患及び対象者 

 小児慢性特定疾病（令和３年９月１日現在７６２疾病）

に罹患し、認定基準を満たした１８歳未満の児童（必要と

認められる場合は２０歳まで延長することができる） 

３．窓 口 

各保健福祉（環境）事務所、北九州市（各区役所保健福

祉課）、福岡市（各区保健福祉センター健康課）、久留米市

保健所 

４．根拠法令・通知 

  児童福祉法 

 

８ 予防接種健康被害救済制度   

１．内 容 

 予防接種法に基づいて行われる予防接種によって、健康

被害が生じた場合に対する救済制度。給付金の内容は次の

とおり。 

①医療費（医療にかかった自己負担分） ②医療手当  

③障害児養育年金 ④障害年金 ⑤死亡一時金 ⑥葬祭

料 ⑦遺族年金 ⑧遺族一時金 

２．窓 口 

 市区町村担当課 

３．根拠法令・通知 

 予防接種法第１５条、第１６条 

 

９ 腎臓疾患患者福祉給付金（両政令市は除く） 

１．内 容 

 夜間人工透析を受けている腎臓疾患患者に対して、通院

に伴う交通費の一部を助成する制度。 

２．対 象（次のいずれにも該当すること） 

（１）夜間（午後５時以降）に人工透析を１か月間に５回以

上受けていること 

（２）身体障害者福祉法に基づく手帳の交付を受けている者

であること 

（３）通院距離（自宅から医療機関までの距離をいう。）又は

通院費用が次のアからウまでのいずれかに該当すること。

ただし、専ら自家用車を使用している者であって、アに

該当しないものであっても、公共交通機関又はタクシー

を使用し、通院に伴う費用を２，０００円以上負担した

月がある場合は、当該月については、イ又はウに該当す

るものとして取り扱う。 

 ア 自家用車使用の場合 

    通院距離が片道10ｋｍ以上であること。 

 イ 公共交通機関使用の場合 

   １ヶ月２，０００円以上の運賃の負担をしたこと。 

 ウ タクシー使用の場合 

領収書に基づき１ヶ月２，０００円以上の負担をし

たと認められること。 

３．制 限 

 所得制限有り 

４．窓 口 

  市町村障がい福祉担当課（両政令市は除く） 

５．根拠法令・通知 

  福岡県腎臓疾患患者福祉給付金実施要綱 

 

１０ 特定医療費（指定難病）助成事業   

１． 内 容 

厚生労働大臣が指定する難病（以下指定難病という）（令

和３年１１月１日現在３３８疾病）の治療費について、保

険診療の範囲内で自己負担分の一部を助成する制度。 

２． 対象疾病及び対象者 

指定難病（３３８疾病）に罹患し、認定基準を満たした

人 

３． 利用者負担 

市町村民税の課税額に応じた自己負担あり 

４．窓 口 

各保健福祉（環境）事務所、北九州市（各区役所保健福

祉課）、福岡市（各区保健福祉センター健康課）、久留米市

保健所健康推進課 

５．根拠法令・通知 

  難病の患者に対する医療等に関する法律 

 

１１ 特定疾患治療研究事業   

１．内 容 

 慢性疾患のうち特定された疾患にかかっている患者の治

療に対し、必要な治療費（医療保険の自己負担分の一部又

は全額）の給付を行う制度。治療研究は県が契約した医療

機関で行われる。 

２．対象疾患 

  スモン、難治性の肝炎のうち劇症肝炎、重症急性膵炎、

プリオン病（ヒト由来乾燥硬膜移植によるクロイツフェル

ト・ヤコブ病に限る）。 

  ただし、難治性の肝炎のうち劇症肝炎、重症急性膵炎の

疾患については、平成２６年１２月３１日までに当該疾患

により当該事業の対象患者として認定され、その後も継続



 

 

的に認定基準を満たしている者に限る。 

３．窓 口 

各保健福祉（環境）事務所、各区役所保健福祉課（北九

州市）、各区保健福祉センター健康課（福岡市）、久留米市

保健所 

４．根拠法令・通知 

  特定疾患治療研究事業実施要綱（厚生労働省健康局長通 

知） 

 

１２ 先天性血液凝固因子障害等治療研究事業 

１．内 容 

 先天性血液凝固因子障害患者及び血液凝固因子製剤の投 

与に起因するＨＩＶ感染症患者のこの疾患に対する治療費 

(医療保険の自己負担分)の給付を行う制度。治療研究は県が 

指定した医療機関で行われる。 

２．対 象 

  血液凝固因子製剤の投与に起因するＨＩＶ感染症、原則

として２０歳以上の先天性血液凝固因子欠乏症の患者 

３．窓 口 

  各保健福祉（環境）事務所、北九州市感染症医療政策課・

各区役所保健福祉課、福岡市保健予防課、久留米市保健所 

４．根拠法令・通知 

  先天性血液凝固因子障害等治療研究事業実施要綱 

（厚生労働省健康局長通知） 

 

１３ 被爆者医療制度   

１．内 容 

  原子爆弾の被爆者の医療に要する費用を公費負担する制 

度。給付の内容は次のとおりである。 

（１）健康診断の実施（年４回） 

（２）認定疾病医療費の給付（全額公費） 

（３）一般疾病医療費の給付（医療保険の自己負担分） 

※介護保険法の規定による医療に関する給付については、 

14被爆者福祉を参照 

２．対 象 

  被爆者健康手帳交付者 

３．窓 口 

  指定医療機関または一般疾病医療機関 

 すでに支払った医療費の請求に関しては各保健福祉（環

境）事務所、各区役所保健福祉課（北九州市）、各区保健福

祉センター健康課（福岡市）、久留米市保健所 

４．根拠法令・通知 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 

 

１４ 被爆者福祉制度  

１．内 容 

  原子爆弾の被爆者の介護保険等のサービス利用に要する

費用を公費負担する制度。給付の内容は次のとおりである。 

◎介護保険サービス 

  （１）福祉系サービス 

   ①（介護予防）訪問介護、訪問型サービス（独自・み 

  なし）※いずれも低所得者のみ ②（介護予防）通所介 

  護、地域密着型通所介護 ③（介護予防）短期入所生活 

  介護 ④（地域密着型）介護老人福祉施設への入所（い 

  ずれも食費、居室費は含まない） ⑤（介護予防）小規 

  模多機能型居宅介護 ⑥（介護予防）認知症対応型通所 

  介護 ⑦定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ⑧複合型

サービス 

※①の低所得者とは、その属する世帯の全員が所得税も 

しくは住民税が非課税である必要がある。 

  （２）医療系サービス 

   ①（介護予防）訪問看護 ②（介護予防）訪問リハ ③ 

   （介護予防）居宅療養管理指導 ④（介護予防）通所 

   リハ ⑤（介護予防）短期入所療養介護 ⑥介護保険 

   施設への入所 ⑦介護療養施設サービス 

◎介護保険サービス以外 

養護老人ホームへの入所 

２．対 象 

被爆者健康手帳交付者 

３．窓 口 

介護保険のサービス事業者及び入所施設 

すでに支払った利用料の請求及び低所得者の認定に関し

ては、各保健福祉（環境）事務所、各区役所保健福祉課（北

九州市）、各区保健福祉センター健康課（福岡市）、久留米

市保健所 

４．根拠法令・通知 

「原爆被爆者の介護保険等利用者負担に対する助成事業

について」（平成２１年３月３０日 健発第０３３０００５

号） 

 

１５ 結核医療費公費負担制度   

１．内 容 

 結核患者が治療を受ける場合にその費用（医療保険があ

る場合は自己負担分）の全額または一部を公費で負担する

制度。 

２．対 象 

 結核患者 

３．費用負担 

 入院の勧告を受けた結核患者：対象医療費の全額を公費

等により負担（市町村民税所得割の額等により一部自己負

担がある場合もある。） 

 それ以外の結核患者：対象医療費の９５％を公費等によ

り負担 

４．窓 口 

  各保健福祉（環境）事務所、北九州市保健所、各区保健 

福祉センター健康課（福岡市）、久留米市保健所 

５．根拠法令・通知 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する 

法律 

 



 

 

１６ 高額療養費の支給   

１．内 容 

  健康保険、国民健康保険、後期高齢者医療を使って医療

を受け、医療費の一部負担金の月額が、《表１》及び《表２》

の区分に応じた限度額以上になった場合、その超えた額が

支給される。 

 

 

〇平成３０年８月１日から 

《表１》 

個人単位（７０歳以上）・世帯単位（７０歳以上）の場合 

区 分 

自己負担限度額（月額） 

個人単位（７０歳以上） 

（外来のみ：Ａ） 

世帯単位（７０歳以上） 

（入院含む：Ｂ） 

現役 

並みⅢ 

２５２,６００円＋（医療費-８４２,０００円）×１％ 

（多数該当１４０,１００円） 

現役 

並みⅡ 

１６７,４００円＋（医療費-５５８,０００円）×１％ 

（多数該当９３,０００円） 

現役 

並みⅠ 

８０,１００円＋（医療費-２６７,０００円）×１％ 

（多数該当４４,４００円） 

一般 
１８,０００円 

（年間１４４,０００円）  

５７,６００円 

（多数該当４４,４００円）  

低
所
得 

Ⅱ 
8,000円 

24,600円 

Ⅰ 15,000円 

《表2》 

区 分 70歳未満及び世帯全体 

（入院・外来：Ｃ） 

ア 健保： 

標報83万円以上 

国保： 

旧ただし書き所得 

901万円超 

252,600 円＋（医療費

-842,000円）×1％ 

多数該当 140,100円 

イ 健保： 

標報53万円～79万円 

国保： 

旧ただし書き所得 

600万円超 

～901万円 

167,400 円＋（医療費

-558,000円）×1％ 

多数該当 93,000円 

ウ 健保： 

標報28万円～50万円 

国保： 

旧ただし書き所得 

210万円超 

     ～600万円 

80,100 円＋（医療費

-267,000円）×1％ 

多数該当 44,400円 

エ 健保： 

標報26万円以下 

国保： 

旧ただし書き所得 

210万円以下 

57,600円 

多数該当 44,400円 

オ 世帯主（擬主含む）と全

ての被保険者が市町村

民税非課税の世帯 

35,400円 

多数該当 24,600円 

注）多数該当：同一世帯で当該療養のあった月以前の１２ヶ

月間に、既に３回以上高額療養費の支給を受け、支給に

係る月が４回目以降の場合。 

注）《表１》一般区分の方の外来分に対して、年間144,000

円の限度額が設けられている。 

注）《表２》の旧ただし書き所得とは、基礎控除（43万円）

後の総所得金額等を指す。 

注）７５歳到達月は、誕生日前の医療保険と後期高齢者医療

の２つの制度にまたがるため、個人単位の自己負担額が

上記の額の２分の１となる。 

注）後期高齢者医療制度においては、令和４年１０月から窓

口負担割合に２割が導入されたが、急激な負担の増加を

抑え必要な受診の抑制を招かないよう、２割負担の方に

は、令和７年９月までの間、１ヶ月あたりの外来受診の

自己負担額を、１割負担の場合と比べて3,000円の増加

までに抑える配慮措置がある。（入院医療は除く。） 

 

２．算定方法（世帯合算等） 

 ①概念図 

 

②具体的な算定方法 

ア ７０歳以上の被保険者の外来自己負担のみを個人単 

位で合算し、《表１》のＡの限度額を適用。 

イ ７０歳以上の各被保険者の自己負担（アのＡまでの 

額及び入院分）について世帯単位で合算し、Ｂの限 

度額を適用。 

ウ ７０歳未満の被保険者の自己負担（21,000円以上 

のレセプトのみ）と７０歳以上の被保険者の自己負 

担（イのＢまでの額）を世帯全体で合算して、《表２》 

のＣの限度額を適用。 

エ ア～ウで得られた額の合算額を世帯主に支給。 

※後期高齢者医療 

同一世帯の後期高齢者医療の被保険者で上記手順のアと

イを行った後、高額療養費の支給総額を各被保険者の一

部負担金割合で按分し、各被保険者に支給する。 

なお、長期高額疾病患者で下記要件を満たす方の自己負

担限度額は月額10,000円である。 

（70 歳未満の人工透析をしている上位所得者の場合

20,000円） 

【支給要件】 

 ア 厚生労働大臣の定める治療及び疾病（昭59.9.28 

厚告示156） 

（ア）人工腎臓を実施している慢性腎不全（いわゆる 

人工透析治療など） 

（イ）血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第 

Ⅷ因子障害又は先天性血液凝固第Ⅸ因子障害 

（いわゆる血友病） 

（ウ）抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症 



 

 

候群（ＨＩＶ感染を含み厚生労働大臣の定める 

者に係るものに限る） 

イ 保険者の認定を受けた被保険者であること。 

３．対 象 

健康保険被保険者及び被扶養者、国民健康保険被保険者

及び後期高齢者医療被保険者 

４．窓 口 

加入している公的医療保険者（健康保険組合・協会けん 

ぽの都道府県支部・市区町村国民健康保険担当課・福岡県 

後期高齢者医療広域連合・共済組合など） 

５．根拠法令・通知 

健康保険法第１１５条、国民健康保険法第５７条の２ 

高齢者の医療の確保に関する法律第８４条 

 

１７ 福祉資金（療養）の貸付（生活福祉資金） 

１．内 容 

  負傷または疾病の療養（療養を必要とする期間が原則と

して１年以内、または特に必要と認められた場合１年６か

月以内）に必要な経費の貸付を行う。 

２．対象世帯 

  低所得世帯、高齢者世帯 

３．貸付限度額 

  1,700,000円以内（療養期間が1年を超え1年6ヶ月

以内であって、世帯の自立のために必要と認められるとき

は2,300,000円以内） 

４．据置期間 

  ６か月以内 

５．償還期間 

 ５年以内 

６．利 子 

 保証人がいる場合は、無利子。 

保証人がいない場合は、年１．５％ 

７．窓 口 

  市町村社会福祉協議会 

８．根拠法令・通知 

  生活福祉資金の貸付けについて 

（厚生労働省事務次官通知） 

 

１８ 医薬品副作用被害救済制度 

１．内 容 

  昭和55年5月1日以降に医療機関で投薬された医薬品

等や薬局で購入した医薬品等を適正に使用したにもかかわ

らず発生した副作用により、重篤な疾病や障害等の健康被

害を受けた者に対して各種の救済給付を行い、被害者の迅

速な救済を図ることを目的とした公的な制度。（再生医療等

製品については平成26年 11 月25日以降より適用）給

付内容は次のとおり。 

①医療費（保険医療費の自己負担分） ②医療手当  

③障害年金（１、２級） ④障害児養育年金（１、２級）

⑤遺族年金 ⑥遺族一時金 ⑦葬祭料 

２．窓 口 

  独立行政法人医薬品医療機器総合機構 健康被害救済部 

  〒１００－００１３ 

東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル  

  ＴＥＬ ０１２０－１４９－９３１（フリーダイヤル） 

  受付時間：月～金（祝日・年末年始除く）9時～17時 

３．根拠法令・通知 

  独立行政法人医薬品医療機器総合機構法 

 

１９ 生物由来製品感染等被害救済制度 

１．内 容 

  平成16年4月1日以降に生物由来製品等を適正に使用

したにもかかわらず発生した感染等による健康被害を受け

た者に対して各種の救済給付を行い、被害者の迅速な救済

を図ることを目的とした公的な制度。（再生医療等製品につ

いては平成26年11月25日以降より適用）給付内容は

次のとおり。 

  ①医療費（保険医療費の自己負担分） ②医療手当  

③障害年金（１、２級）④障害児養育年金（１、２級） 

  ⑤遺族年金 ⑥遺族一時金 ⑦葬祭料 

２．窓 口 

  独立行政法人医薬品医療機器総合機構 健康被害救済部 

  〒１００－００１３  

東京都千代田区霞が関３－３－２ 新霞が関ビル 

  ＴＥＬ ０１２０－１４９－９３１（フリーダイヤル） 

  受付時間：月～金（祝日・年末年始除く）9時～17時 

３．根拠法令・通知 

  独立行政法人医薬品医療機器総合機構法 

 

２０ 戦傷病者への療養の給付   

１．内 容 

 戦傷病者手帳に記載されている障がいについて、これに

関した療養を無料で行う制度。 

２．対 象 

 戦傷病者手帳の交付を受けた者 

３．窓 口 

  福岡県福祉労働部保護・援護課 

４．根拠法令・通知 

  戦傷病者特別援護法第９条、第１０条、第１1条 

 

２１ 後期高齢者医療制度 

１．内 容 

 急激な高齢化に伴い、医療費が増大する中、現役世代と

高齢者の負担を明確化し、公平で分かりやすい制度として、

７５歳以上の高齢者等を対象に創設された医療制度。 

２．対 象（被保険者） 

（１）７５歳以上の方 

  ※生活保護を受けている方などは対象になりません。 

（２）一定の障がいがある６５歳以上の方 

※広域連合の認定が必要。申請は市町村で受け付ける 



 

 

ので、身体障害者手帳や療育手帳等の対象となる一 

定の障害の程度を証明するものを持参。 

３．負 担  

（１）医療機関での一部負担 

   ・一般 １割又は２割負担 

・現役並み所得者 ３割負担 

※同一世帯の被保険者のいずれかの方の市町村民税

の課税所得が１４５万円以上である場合には、３

割負担となる。 

ただし、昭和２０年１月２日以降の生まれの被保

険者と、同一世帯の被保険者の方の旧ただし書所

得（総所得から４３万円を控除した金額）の合計

額が２１０万円以下の場合は、１割又は2割負担

となる。 

また、以下に該当する場合には、市町村へ申請  

することにより1割又は2割負担となります。 

・同一世帯の被保険者が2人以上の場合 

被保険者全員の収入の合計額が520万円未満 

であること。 

・同一世帯の被保険者が本人のみの場合（次の① 

又は②に該当） 

①本人の収入が３８３万円未満であること。 

②本人の収入が３８３万円以上で、同一世帯の 

７０歳～７４歳の方との収入合計額が５２０万

円未満であること。 

（２）保険料の納付 

    所得などに応じて決められた保険料を被保険者全員

が負担し市町村に納付。これまで保険料の負担のなか

った被用者保険（全国健康保険協会管掌健康保険、組

合管掌健康保険、船員保険、各種共済組合等の総称）

の被扶養者も保険料を負担することになる。 

    保険料の納め方については、特別徴収（年金からの

天引き）と普通徴収（納付書または口座振替での納付）

がある。また、特別徴収となった方は、市町村へ申請

することにより口座振替に変更可能。 

４．保険料 

（１）算出方法（令和４・５年度） 

被保険者一人ひとりが等しく負担する「被保険者均等割 

額」と被保険者の所得に応じた「所得割額」の合算額で算

出。 

・被保険者均等割額 ５６，４３５円 

（同一世帯の被保険者や世帯主の所得に応じて軽減措置 

あり） 

・所得割額 

（総所得金額等から基礎控除額４３万円を引いた額に所 

得割率（１０．５４％）を乗じた額） 

保険料（※年額）＝被保険者均等割額＋所得割額 

※限度額６６万円、１０円未満切り捨て 

・保険料率 

県内均一で２年単位で見直しを行っており、令和６年度 

が、保険料改定の年度となる。 

（２）軽減措置 

ア 低所得者については、世帯の所得水準に応じて、保

険料のうち被保険者均等割額を段階的に軽減（７割、

５割、２割軽減） 

イ 後期高齢者医療制度に加入される前日に、社会保険※ 

の被扶養者であった方は、所得割額はかからない。また、 

被保険者均等割額は、制度加入後２年間に限り５割軽減 

される。 

※社会保険には、国民健康保険、国民健康保険組合は含 

まない。 

ウ これまで被用者保険の被扶養者で保険料を負担して 

いなかった人は、被保険者均等割が７割軽減される。（所 

得割額はかからない。） 

５．窓 口（運営主体） 

  福岡県後期高齢者医療広域連合 

ＴＥＬ ０９２－６５１－３１１１ 

ＵＲＬ http://www.fukuoka-ｋouki.ｊp/ 

 

２２ 小児慢性特定疾病児童等レスパイト支援事業 

１．内 容 

  在宅で療養中のお子さまが日常的に医療的ケアを必要と 

されている場合、ご家族等の介護者の休養等により在宅療養 

が困難になった場合に、お子さまが一時的に入院できる病院 

を確保し在宅療養の継続を支援するもの。 

２．実施主体 

  福岡県、北九州市、福岡市、久留米市 

３．対象者 

  小児慢性特定疾病医療受給者証を持ち、次に掲げる要件を 

全て満たす方。 

（１）福岡県に住所を有する児童等。 

（２）医療受給者証において人工呼吸器等装着認定を受けてい 

る児童等、または、医療受給者証において重症患者認定を 

受け次のいずれかの状態にある児童等。 

 ア 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している 

 イ 気管切開を行っている 

 ウ 常時頻回の喀痰吸引を実施している（概ね１日に８回以 

上） 

（３）介護者の疾病や疲労、またはきょうだい児の看護や学校 

行事等により、必要な療養上の介護等が受けられなくなり、 

在宅療養の継続が一時的に困難な状態にある児童等。 

４．制 限 

  利用日数：承認期間（最長１年間）中に１４日を上限とす 

る。 

５．費用負担 

  原則、本事業の利用に関する費用は無料。ただし、以下の 

 場合には利用者負担が生じる。 

 ・保険診療が発生した場合は、医療保険の自己負担額分 

 ・医療機関までの移送費用や保険適用外の費用（差額ベッド 

代等）等 



 

 

６．窓 口 

  各保健福祉（環境）事務所、北九州市（各区役所保健福祉 

課）、福岡市（各区保健福祉センター健康課）、久留米市保健

所 

７．申請方法 

  利用を希望する場合は、事前に上記窓口で利用登録の申請 

が必要。 

８．根拠法令・通知 

  児童福祉法第１９条の２２第２項 

 

２３ 福岡県在宅難病患者レスパイト入院事業 

１．内 容 

  在宅で人工呼吸器を使用する難病患者さんが、ご家族等の 

介護者の休息等により在宅療養が困難になった場合に、難病 

患者さんが一時的に入院できる病院を確保し、在宅療養の継 

続を支援するもの。 

２．実施主体 

  福岡県 

３．対象者 

  次に掲げる要件を全て満たす方。 

（１）福岡県に住所を有する方 

（２）特定医療費（指定難病）受給者証または特定疾患医療受 

給者証を持ち、在宅療養中で人工呼吸器（非侵襲的陽圧換 

気法を含む）を使用する方 

（３）家族等の介護者の病気治療や休息（レスパイト）、出産 

又は冠婚葬祭への出席等の理由により、必要な介護が受け 

られなくなり、在宅療養の継続が一時的に困難な状態にあ 

る方 

ただし、（２）に相当する状態にあり、レスパイト入院が 

必要であると知事が特に認めた場合は、この限りではない。 

４．制 限 

  １回あたり１４日以内。同一年度中に２回まで利用可。 

５．費用負担 

  原則、本事業の利用に関する費用は無料。ただし、以下の 

 場合には利用者負担が生じる。 

 ・保険診療が発生した場合は、医療保険の自己負担額分 

 ・医療機関までの移送費用や保険適用外の費用（差額ベッド 

代等）等 

６．窓 口 

  福岡県難病相談支援センター内 福岡県難病ネットワーク 

  〒８１２－８５８２ 

  福岡市東区馬出３丁目１番１号 九州大学病院 北棟２階 

７．申請方法 

  利用を希望する場合は、事前に上記窓口に申請が必要（郵 

送）。 

８．根拠法令・通知 

  令和3年3月30日付健発0330第９号厚生労働省 

健康局長通知「難病特別対策推進事業実施要綱の一部改訂に 

ついて」 

 

２４ 在宅療養児一時受入支援事業 

１．内 容 

  在宅で療養する医療的ケア児のご家族の負担軽減を図る 

ために、医療的ケア児を一時的に預かり、医療的ケア児の 

在宅療養の継続を支援するもの。 

２．実施主体 

  医療機関 

３．対象者 

  NICU（新生児集中治療室）やGCU（新生児回復室）に 

 長期入院していた又は同等の病状を有する気管切開以上の 

 呼吸管理を必要とする小児 

４．利用者負担金 

  原則、本事業の利用に関する費用は無料。 

  ただし、以下の場合は利用者負担が生じる。 

  ・保険診療が発生した場合は、医療保険の自己負担分。 

  ・医療型短期入所（レスパイトケア）で入所する場合は、 

  障がい福祉サービスの自己負担分。 

  ・医療機関までの移送費用や保険適用外の費用（差額ベッ 

ト代等）等。 

５．窓 口 

  事業実施医療機関 

６．申請方法 

  事前に、事業実施医療機関に申込が必要。 

７．根拠法令・通知 

  令和5年6月23日医政発０６２３第１６号厚生労働省 

 医政局長通知「周産期医療対策事業等実施要綱の一部改正 

について」 

 

 

 


